






















































      フィールド：主に沖縄地域 
 （Ⅱ）西欧近代における植民地支配から独立国家を樹立し、少数民族に対して２言語 
  併用教育政策を採った国家（ベトナム民主共和国およびベトナム社会主義共和国） 


















































 沖縄地域で明治 20 年代後半から特徴的に用いられた「普通語」という概念に注目し、「国
語」と「普通語」との関わりを一つの視点とし、1900（明治 33）年の小学校「国語科」成
立が沖縄地域にとって持ち得た意味について考察した。 














































































    －奥田靖雄の標準語論を中心に－ 
 戦後民間教育運動において、とりわけ東北地域や沖縄地域で大きな影響力を持った奥田
靖雄「標準語について」（教育科学研究会『教育』第 77 号、1957 年）（以下奥田（1957 年）
とする）をとりあげ、その形成過程を辿り、戦後民間教育運動が指向した言語教育の一端
について検証した。奥田(1957 年)は、1950 年のスターリン「言語学におけるマルクス主義
































































第Ⅰ期 1945 年～1954 年／独立国家樹立期 
    －国語(クォックグー)の識字運動と少数民族の民族語学習権の理念の提起 
  1945 年の 8 月革命によって植民地体制が打倒され、9 月 2 日ホーチミンが「独立宣言」
をベトナム語で読みあげ、ベトナム民主共和国（いわゆる北ベトナム）が樹立された。独









第Ⅱ期 1954 年～1975 年／南北分裂・ベトナム戦争期 
















と呼ばれていたが、1962 年の教科書全面改定に伴い、「習読（Tap Doc）」に変更された。 
第Ⅲ期 1976 年～1980 年代／南北統一国家確立期 
    －第 53-CP 号決定公布と普通語普及 
  1975 年 4 月 30 日ベトナム戦争が終結する。12 月 27 日の国会で少数民族自治地区の廃
止が採択され、1976 年ベトナム社会主義共和国が成立する。自治地区政策廃止とともに出










第Ⅳ期 1990 年代以降／ドイモイ政策期 
    ー「民族融和」の強調と第２次バイリンガル教育の模索 



















        －バッカン省バーベー郡をフィールドとして 



























論点１ ベトナム語を 「国家語」 として制定することにふさわしい段階であるかどうか
論点２ キン族を多民族国家ベトナムの中核民族とみなし、その言語であるベトナム語こ    
そ今後の国家の発展を担いうるとするキン族およびベトナム語優位観に立つか、    
各民族語の平等権の保障を強調するか  



















































































(5）山本雅代『日本のバイリンガル教育』明石書店、2000 年、14-15 頁。 
